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研究要旨 

認知行動療法を基本とする心理社会的アプローチの効果を検証するために、RCTにより通常

治療群と通常治療に加え心理療法士介入群で比較検討した。3ヵ月時点で、介入群は、痛みの

程度、破局的思考の無力感やセルフエフィカシーの得点が改善傾向であることが示され、心理

社会的アプローチを通常治療に加えることは痛みの改善だけでなく、認知面での変容に僅かな

がら効果がある可能性が示唆された。今後は対象者を増やし、統計的解析を行う必要がある。

 

Ａ．研究目的 

海外では、慢性疼痛患者に対する心理社会

的アプローチの効果研究が行われているが

（Morley et al., 1999 ）、本邦では効果研究

は少なく、効果量も明らかではない。したが

って、本研究ではRCTにより通常治療群（以

下 通常治療群）と通常治療に加え心理療法

士介入群（以下 介入群）に振り分け、心理

社会的アプローチの効果を検証することを目

的とした。本報告では、3ヶ月時点まで終了

している患者の結果について述べる。 

 

Ｂ．研究方法 

痛みセンターを受診している20歳以上75

歳未満の患者のうち、痛みが3ヶ月以上持続

し、痛みによる日常生活の支障があり、さら

に気持ちのつらさがあるものを対象とした。

研究についての同意が得られた者を、乱数表

に従い振り分けを行い、各群には、介入前、1

ヶ月後、3ヶ月後、6ヶ月後の4時点で質問紙

（BPI：痛みの程度、PDAS：痛みによる日常生

活の支障度、HADS：抑うつ・不安、 

 

PCS：痛みに対する破局的思考、PSEQ：痛みが

あっても活動できる自信の程度、等）を実施

した。介入群には、認知行動療法を基本とす

る心理社会的アプローチを心理療法士が実施

した。介入内容は、各患者の問題に合わせて

いたが、主に心理教育、セルフモニタリング、

ディストラクション、などであった。介入頻

度は、各診療科の受診に合わせ、2週間から1

ヶ月に1回程度であった。 

（倫理面への配慮） 

愛媛大学医学部附属病院の倫理委員会の承認

を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

現段階での研究協力者は21名（平均年齢

48.4±7.34歳，男性7名，女性18名、介入

群14名、通常治療群11名）である。そのう

ち全時期実施者は、介入群2名、通常治療群

3名であった。 

本報告では、3ヶ月時点まで終了している

14名（年齢：48.27±7.70歳、男性：6名，

女性：8名、介入群6名、通常治療群8名）



のBPI、PDAS、PCS、PSEQの変化について述べ

る。本報告では、対象者の数が少なく、統計

的解析を行うには不十分であったため、各群

の得点の初回時から3ヶ月の変化の最大値、

最小値、中央値を算出し検討した。変化量が

正の値の場合に改善傾向とした。 

BPI（介入群：Median = 2.5, Min = -14, Max 

= 8，通常治療群：Median = -4, Min = -6, Max 

= 6；Figure 1）、PDAS（介入群：Median = 2.5, 

Min = -15, Max = 9，通常治療群：Median = -3, 

Min = -8, Max = 7；Figure 2）は、通常治療

群に比べて介入群の方がやや改善傾向である

ことが示された。 

PCSの無力感（介入群：Median = 2, Min = 

2, Max = 6，通常治療群：Median = -0.5, Min 

= -9, Max = 6；Figure 3）及びPSEQ （介入

群：Median = 12, Min = 0, Max = 19 ，通常

治療群：Median = 0, Min = -5, Max = 7；Figure 

4）において通常治療群に比べて介入群の方が

やや改善傾向であることが示された。 

 

Ｄ．考察 

通常治療に加え心理社会的介入を行うこと

は、通常治療のみよりわずかではあるが効果

がある可能性が示唆された。心理療法士の介

入内容は各患者に合わせて実施しているが、

主に心理教育、セルフモニタリング、ディス

トラクションを導入していた。心理教育やセ

ルフモニタリングにより、痛みの変化に対す

る気づきが促され、ディストラクションによ

って痛みに対する対処が可能になった可能性

があり、痛みの変化だけでなくPSEQの向上及

びPCSの無力感の低減につながっているので

はないかと考えられる。 

しかし、本報告では対象者が少なく、統計

的解析を行っていない。そのため、改善傾向

ではあるものの、改善の程度や介入の効果に

ついては明らかではない。今後は、対象者を

増やし、統計的解析を行い検討する必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

3か月時点においては、通常治療に加え心

理社会的アプローチを実施することで、患者

の痛みや日常生活の支障、認知面の変容に僅

かながら効果がある可能性が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 



1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Figure 2 PDASの各患者の初回時から3ヶ月までの得点の変化 

Figure 3 PCSの無力感の各患者の初回時から3ヶ月までの得点の変化 

Figure 1 BPIの各患者の初回時から3ヶ月までの得点の変化 

Figure 4 PSEQの各患者の初回時から3ヶ月までの得点の変化 


